
第二期中期計画に対する過年度の取組状況(平成26年度末時点)

H23 H24 H25 H26

1

◇入学者選抜～意欲ある学生の確保
　・ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝﾎﾟﾘｼｰの積極的な発信
　・戦略的な入試広報活動の展開
　・高大連携の推進　　など

２ ２ ２ ２

・アドミッションポリシーの積極的な発信による求める学生像に合致した学生の確保の促進
・グローバル人材育成入試の実施
・大学院博士前期・後期課程の入学定員の適正化、定員充足率の改善の取組
・高大連携協定の締結等による高大連携事業の促進

2

◇教育課程・教育方法
　・総合的な「学士課程教育」の実践
　　（自ら学び、考え、行動する力の養成）
　・大学院教育の目的・方針の明確化
　・国際性豊かな人材の育成
　・学外連携の推進　　など

【１】 ２ ２ 【１】

・学位授与方針及び教育課程編成・実施方針の策定による育成する人物像等の明確化
・TA制度の改正による能動的学習を促進するための教育支援体制の整備
・留学意欲向上施策の充実、学生交流協定校の拡大等による派遣留学支援制度の整備
・SATOMU(短期留学生受入プログラム)の開設、海外プロモーション、住宅確保等による受入留学生
の環境整備の促進
・「大学の世界展開力強化事業」の実施、他大学・行政機関との連携

3

◇教育の実施体制
　・教育実施体制の一層の強化
　・大学教育センターの体制再構築
　・学術情報基盤の整備・拡充

２ 【１】 ２ ２

・大学教育センターにおける入試部門担当の副センター長の設置による入試業務の体制整備
・情報教育及びキャリア教育の専任教員の採用等による教育実施体制の強化
・認証評価受審に向けた自己点検・評価の実施
・図書館本館ラーニングコモンズ、荒川館の学修環境の整備

4
◇教育の質の評価・改善
　・教育の質の向上に資する先駆的な取組

２ ２ 【１】 ２
・全学的な教育改革の方針の策定
・教育改革推進事業の実施による全学的な推進
・授業改善アンケートの実施及び改善事例の全学的共有

5
◇成績評価
　・明確な学修方針の明示
　・評価の適切な運用

２ ２ ２ -
・ＷＥＢシラバスの導入、授業時間外学習促進に向けた実践事例集の発信
・成績分布調査の実施による成績評価方法の検証

6

◇全学を挙げた取組の実践
　・学生支援に対する認識の共有化
　・学生ニーズの適時適切な把握
　・学修意欲の喚起　　など

２ ２ ２ ２
・学生サポートセンターの組織改編に伴う、キャリア支援課の設置
・「学生生活実態調査」の実施方法の改善
・成績優秀者表彰制度の見直し、学生の留学に対する意識向上の促進

7
◇キャリア形成支援
　・きめ細やかな学修・進路相談支援

２ ２ ２ ２ ・専門スタッフ（ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾗｰ等）の配置による相談体制の充実、キャリア支援行事の実施

8
◇健康支援
　・健康支援センターによる支援

２ ２ ２ ２ ・非常勤医師の活用による健康相談体制強化、メンタルヘルス対策の充実

9
◇経済的支援
　・適時適切な支援

２ ２ ２ ２ ・経済的支援策の体系的整理、授業料減免制度の見直し

10 ◇留学・留学生支援 ２ - - ２ ・国際化推進本部の設置による留学及び留学生支援の実施

11 ◇障がいのある学生への支援 ２ ２ ２ ２ ・障がいのある学生の支援制度の実施（支援スタッフの派遣、支援スタッフ講習会開催等）

12 ◇学内外における学生活動への支援 - - - ２ ・国際交流ボランティア団体への支援の実施

13 ２ ２ ２ 【１】

・研究活動の学内外への積極的な発信
・学長裁量枠の戦略的研究支援枠などによる新たな研究分野の創成
・部局附属研究センターの設置
・大都市リーディングプロジェクトの実施

14 ２ 【１】 ２ ２

・強化が急がれる分野等での学長裁量枠などによる多様な手法を活用した教員採用
・ダイバーシティ推進策の実施
・総合研究推進機構の設置、ＵＲＡの活用による教員研究活動支援
・学術情報基盤センターの設置、教育研究情報処理システムの再構築

15 ２ ２ ２ ２
・施策提案発表会やスタートアップ調査などの実施による都連携事業の推進
・産技研との共同研究推進、新銀行東京等との連携協定締結

16
◇産学公の連携推進
　・産学公連携機能の強化

２ ２ ２ ２ ・知的財産相談の実施、地域産業振興に係る多様な課題の解決支援

17
◇地域貢献等
　・社会人リカレント教育の推進
　・オープンユニバーシティ(ＯＵ)の再構築　　など

２ ２ ２ ２
・ＭＩＣＥ人材育成講座等各種講座の実施による都民のキャリアアップ、リカレント教育の推進
・ＯＵの全学協力運営体制の確立、都や区市町村と連携した講座の実施

第二期中期計画　計画概要 計画に対する実績（これまでの主な取組）
評価委員会による評価

番号 区分

（１）教育の
　　内容等

（２）教育の
　　実施体制等

研究

社会
貢献

（１）研究の内容等
　・教員一人ひとりの研究の一層の深化による確かな研究成果
　・「世界の頂点」となり得る研究分野の育成
　・世界に誇れる「大都市研究」領域の構築　　など
（２）研究実施体制等の整備
　・必要な研究者確保に向けた仕組みの構築
　・多様な研究者に開かれた大学に向けた環境整備
　・研究活動の高度化の支援　　など

（３）学生支援

（２）社会貢献

（１）都政との連携
　・都の政策課題解決に向けた支援
　・都の関係機関等との連携強化　　など

首
都
大

教育

別表 
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18
◇入学者選抜
　・戦略的な広報活動による素養ある学生確保

２ ２ ２ ２
・広報コンサルタントの活用による戦略的な広報活動の展開
・専門スタッフの企業訪問による学生の確保

19

◇教育課程・教育方法
　・実践型教育の更なる推進
　・先進的なＰＢＬ教育の実践
　・グローバル化の推進　　など

２ ２ ２ 【１】
・運営諮問会議の答申などを踏まえたカリキュラムの見直し
　（事業ｱｰｷﾃｸﾄｺｰｽの設置、ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ実習などの導入）
・APEN(ｱｼﾞｱ高度専門職人材育成ﾈｯﾄﾜｰｸ)の設立及びｸﾞﾛｰﾊﾞﾙPBLの実施によるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の推進

20
◇教育の実施体制
　・他大学等との積極的な交流　　など

【１】 【１】 ２ 【１】
・文科省補助事業（「enPiT」等）実施による参加大学等との交流促進
・APEN加盟大学等との教育連携の実施

21
◇教育の質の評価・改善
　・教育の質の改善を図るためのＦＤ活動の展開

２ ２ 【１】 ２
・授業評価システムでの授業評価を踏まえた講義内容改善など教育の質の改善
・ﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ･ｻﾌﾟﾘﾒﾝﾄ及びﾌﾞﾚﾝﾃﾞｨｯﾄﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞの導入・実施

22 ２ ２ ２ ２
・遠隔授業の充実・改善による社会人が学修しやすい環境整備
・担任制による個別相談や社長会等のネットワークを活用したキャリア開発支援

23 ２ ２ ２ ２
・PBL研究会の設置・開催による効果的なPBL教育手法の研究
・ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究所、AIIT産業ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究所及びﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ研究所における開発型研
究の推進

24 ２ ２ ２ ２ ・運営諮問会議企業と連携した「未来技術動向」の作成

25 ２ ２ ２ ２
・「東京の中小企業の現状」作成など、政策課題に対する支援の実施
・都及び区市町村職員を対象とした「ITリーダー研修」等の実施

26
◇産学公の連携推進
　・産業振興施策への貢献

２ ２ ２ ２ ・「企業内中核人材育成懇話会」の開催など、中小企業と連携した人材育成支援の実施

27
◇地域貢献等
　・社会人リカレント教育と専門職コミュニティの形成

【１】 【１】 ２ ２ ・AIITマンスリーフォーラム開催による専門職コミュニティの形成

28
◇入学者選抜
　・多様な学生の確保
　・広報活動の強化　　など

【１】 ２ ２ ２
・品川区立小中一貫校との特別推薦入試制度の導入による多様な学生の確保の促進
・学校見学会の開催時期の変更や広報戦略に基づく効果的な入試広報活動の実施

29
◇教育課程・教育方法
　・産業界のニーズを踏まえたカリキュラムの見直し
　・国際的に活躍できる技術者の育成　　など

【１】 【１】 【１】 【１】
・国際化推進プログラムに基づく国際化事業(ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(GCP)、海外ｲﾝﾀｰﾝｼｯ
ﾌﾟ、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｴﾝｼﾞﾆｱ育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ)の実施
・JABEE受審やエンジニアリング・デザイン教育の導入等を視野に入れたカリキュラムの再編

30
◇教育の実施体制
　・産業界と連携した実践教育

２ ２ - - ・運営協力者会議による教育に関する提言を反映させる仕組みの構築

31
◇教育の質の評価・改善
　・教育システムの継続的な改善

２ ２ ２ ２ ・各科目に設定された「到達目標」を活用した学習到達度を測る自己評価システムの構築

32 ２ ２ ２ ２
・英会話カフェなど楽しみながら英語を学ぶことができる国際交流ルームの設置
・「未来工房プロジェクト」、「未来工房ジュニア」による学生の課外活動の支援

33 研究 ２ ２ ２ ２
・科研費獲得に向けた外部講師招聘による若手教員支援の実施
・首都大・産技大と連携した共同研究の実施

34 ２ ２ ２ ２ ・産技研と連携した技術相談の実施

35 ◇産学公の連携推進 ２ ２ ２ ２
・地域連携委員会やTASKﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(台東、荒川、足立、墨田、江東の5区が共同で行う産業活性化プ
ロジェクト)を通じた地域連携の強化
・運営協力者会議の構成企業と連携した学生の教育研究活動の支援

36
◇地域貢献等
　・社会人リカレント教育の推進

２ ２ ２ ２ ・若手技術者支援のための講座や、産技研との連携講座の実施

（１）都政との連携
　・都や地元自治体の課題解決のための体制整備　　など

研究

社会
貢献

教育

（２）教育の
　　実施体制等

（２）社会貢献等

（１）教育の
　　内容等

産
技
大

産
技
高
専

教育

社会
貢献

（２）社会貢献等

（１）教育の
　　内容等

（２）教育の
　　実施体制等

（３）学生支援
　・課外活動支援や学生相談体制の強化
　・学習・進路選択に関する支援　　など
　・研究活動の活性化
　・法人内の他の機関、他の研究機関等との連携

（３）学生支援
　・学び直しのできる学修環境の整備
　・キャリア開発支援
◇研究の内容等
　・教育手法に関する研究
　・開発型研究の推進

◇研究実施体制等
　・現場ニーズと最新技術の的確な反映　　など

（１）都政との連携
　・都の政策展開に対する積極的支援
　・自治体職員の人材育成への協力
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37 ２ ２ ２ - ・計画、予算、組織・人員が連動した理事長方針の策定

38 ２ ２ - -
・首都大における将来を見据えた選択と集中や教育研究組織・教員定数の見直し
・国際化への対応、産学公連携など機能強化のための事務組織の見直し

39 【１】 ２ ２ 【１】
・有期労働契約を巡る社会情勢の変化を踏まえた教員人事制度の構築
・首都大における将来を見据えた定数の見直し、学長裁量枠の設置など

40 ２ ２ ２ ２
・労働契約法改正を踏まえた、常勤契約職員制度の廃止など職員人事制度の見直し
・人材育成プログラムに基づく各種研修の実施

41 ２ ２ ２ ２
・学生サポートセンターの組織改編に伴う、キャリア支援課の設置
・産学公連携センターの再整備、総合研究推進機構の設置による研究支援体制の拡充

42 ２ ２ ２ ２ ・会計事務及び教務事務の改善、出勤管理システムの導入による事務の効率化

43 ２ ２ ２ ２ ・外部資金獲得促進のための制度（研究重点教員支援制度）の創設

44 ２ ２ ２ ２
・新たな教員定数の設定、各年度計画による適切な教員人事管理の実施
・省エネルギー効果の高い機器への更新、夏期・冬期の節電対策による意識向上及び使用量削減

45 ２ ２ ２ ２ ・長期債などを活用した安全性・安定性に重点を置いた運用による運用益の確保

46 ２ ２ ２ ２
・毎年度、年度計画の進捗状況を自己評価し、業務実績を都評価委員会へ適切に報告
・認証評価の受審結果を踏まえた改善の実施

47 【３】 ２ ２ 【３】
・自己評価書及び業務実績報告書等法人運営情報のホームページでの公表
・情報セキュリティ事故の発生を受け、再発防止に向けた教職員に対する教育・指導の徹底
・認知度向上に向けた効果的な広報の実施

48 ２ ２ ２ ２
・施設整備計画に基づく老朽化した設備の省エネルギー効果の高い機器への更新
・日野キャンパス実験棟改築工事の実施

49 ２ ２ ２ ２ ・危機管理基本マニュアルの作成、各キャンパスに応じた実践的な防災訓練の実施

50 ２ ２ ２ 【１】 ・省エネルギー対策の推進によるＣＯ２及びエネルギー使用量の削減（法令等の基準を達成）

51 ２ ２ ２ ２
・ハラスメント相談体制の充実（相談員研修・セミナー、外部専門家の活用）
・研究活動における不正行為防止に向けた研修等の実施

52 ２ ２ ２ ２
・２大学１高専生によるＧＣＰの実施支援
・アジア人材育成基金による高度研究等の実施、産技大における多国間ＰＢＬの実施

そ
の
他
業
務
運
営

組
織
運
営
の
改
善

法
人
運
営

財
務
運
営

社会
的責
任

自己
点検
・

評価
等

◇戦略的な組織運営
　・法人全体のヘッドクォーター機能の確立　　など

◇組織の定期的な検証
　・教育研究組織・事務組織の定期的な検証

◇教員人事
　・人事制度の適切な運用・改善　　など
◇職員人事
　・人事制度の適切な運用・改善
　・「プロ職員」の育成　　など
◇各センター組織の機能強化
　・学生サポートセンターの学生支援機能強化
　・産学公連携センターの再整備

情報提供等
　・情報公開や個人情報保護への取組
　・法人全体の広報戦略の確立　など
施設設備の整備・活用等
　・ｴｺｷｬﾝﾊﾟｽ・ｸﾞﾘｰﾝｷｬﾝﾊﾟｽ化の推進
　・老朽施設の計画的な改修　　など
安全管理
　・全学的な安全管理体制の確立
　・日常的な危機管理体制の整備　　など

国際化
　・有為なグローバル人材の育成・輩出
　・アジア大都市が抱える都市問題の解決　　など

（１）環境への配慮
　・温室効果ガスの着実な削減
（２）法人倫理
　・セクシャルハラスメント・アカデミックハラスメント等対策
　・研究倫理に関する取組

業務執行の効率化
　・業務改善の推進
　・ＩＣＴ環境の整備　　など
自己収入の改善
　・外部資金獲得に向けた取組　　など
経費の節減
　・総人件費管理の適正化
　・省エネルギー対策の徹底　　など
資産の管理運用
　・適正な資金管理・効果的な資金運用
　・剰余金の有効活用　　など
自己点検・評価等
　・自己評価及び外部評価の実施
　・評価結果の活用　　など


